
港湾関連手続のワンストップ化の推進
－港湾ＥＤＩシステムに関する検証－

施策の効果等

【視点】

【対象】 ○外航・内航船舶の入出港等に関わる港湾関連手続全般
の簡素化及び電子化

○港湾ＥＤＩシステムの対象手続の簡素化と対象手続の拡大
（アウトプット）

○港湾ＥＤＩシステムの普及及びそれによる業務の効率化
（アウトカム）

【主な効果】

①普及率の拡大（Ｈ１７年度実績）

②経済効果
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港湾数（港湾管理者） 港長 海上保安部署

海上交通センター 運輸局 普及率

図 普及率と申請先数の推移
図 港湾ＥＤＩシステムの費用対効果の推移

（平成18年度以降は推計値）

○港湾ＥＤＩシステム導入による船社や船舶代理店等の申請者及
び申請先のコスト削減の効果は、平成17年時点（見込み）で約
8.5億円/年となっている。また、港湾ＥＤＩシステムの費用対効
果は、平成17年時点（見込み）で2.20（Ｂ／Ｃ）である。

○重要港湾以上の港湾管理者の参加は、平成13年度末の28港
から平成17年11月1日現在で102港まで拡大。

○普及率は、港則法に基づく特定港と重要港湾以上の港湾管理
者を合わせ、88％の利用可能港湾となった。
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●標準化、共通化

コードの共通化

情報項目の標準化

□申請者のさらなる利便性向
上が必要

●一度入力したデータの徹底的な
活用

⇒入力の簡素化

情報項目の標準化によりデータの

再利用の促進

申請者間でのデータが共有できる

仕組みの開発

新たな船舶単位のデータベースの

構築と共同利用

●ＩＴに詳しくない利用者にも使い
やすい環境整備

⇒利用者への普及啓発活動の推
進

マニュアルの改善、ブロック別説明

会

新規利用者の開拓（出張講習等）

港湾管理者独自ｼｽﾃﾑとのシームレ

スな連携の検討

主な課題 今後の対応方針

●府省共通ポータル（窓口）によ
る次世代シングルウィンドウ
サービスを実現

⇒関係府省手続の一本化

SWに対する要望
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●保守・運用レベルの向上

コードの体系の維持・更新

●府省共通ポータルの検討

●更なる利便性向上

新たな船舶単位のデータベース

の構築と共同利用

受付・回答の迅速化

申請者間でのデータ共有

関係府省システムとの連携によ

る申請情報の反復利用


